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研究成果の概要（和文）：本研究では、障害者支援施設を対象として、施設の位置づけ・全個室・生活単位の分
割・昼夜分離などの視点から、居住空間の構成やや生活に対応した空間機能の明確化を行った。加えて、新型コ
ロナウイルス感染症対策の視点から施設構成の検討を行った。結果として、対象とする障害によって行われる支
援の傾向には違いがあり、また昼夜分離を行う施設では活動室が大きい傾向があること、個室であればユニッ
ト・従来型の間で面積構成に違いが見られないこと、加えて新型コロナウイルス感染症対策の面からは個室化が
もっとも望まれることなどを示した。

研究成果の概要（英文）：In this study, targeting support facilities for persons with disabilities, 
we clarified the composition of residential space and spatial functions corresponding to daily life 
from the viewpoints of facility positioning, all private rooms, division of living units, and 
separation of day and night. In addition, the composition of the facility was examined from the 
perspective of countermeasures against new coronavirus infection. As a result, we found that there 
are differences in the support provided depending on the targeted disabilities, that facilities with
 day/night separation tend to have larger activity rooms, and that there are no differences in the 
area composition between units and conventional types when it comes to private rooms. In addition, 
the study showed that private rooms are the most desirable in terms of countermeasures against 
COVID-19 infection.

研究分野： 建築計画学

キーワード： 障害者支援施設　知的障害　身体障害　ユニットケア　新型コロナウイルス感染症対策

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
障害者支援施設は、主として重度の障害を持った人々の夜間の生活を支援するための施設であり、今後建替えが
多く行われることが予想される。本研究では入居者の障害の種類によって求められる支援が異なる傾向があり、
またその傾向によって求められる建築空間にも違いがあることを示し、学術的に高い成果を示した。また、新型
コロナウイルス感染症対策の面から見た個室の優位性を示すなど、社会的にも大きな意義を持つ。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 2006 年に施行された「障害者自立支援法」（2014 年より「障害者総合支援法」に改正、以下
「支援法」とする）により、障害者の居住をとりまく状況を劇的に変化した。これまで知的・精
神・身体の障害種別ごとに定められていた施設やサービスは、支援法のもとに一元化され、また
全てのサービスは「日中活動」と「居住の場」に分割された。これまでの入所施設は、日中活動
は「生活介護」「就労移行支援」などのサービスへ、「居住の場」は「施設入所支援」サービスへ
移行した。これは、硬直化した施設での生活を解体し、グループホームや一般の住宅など、地域
への暮らしへと居住の場を移行させる、「施設から地域へ」の流れを強く意識した改革であった。 
 この「施設から地域へ」の流れの中でも、施
設入所に対する一定のニーズは存在する。支援
法が施行された 2006 年から 2017 年までの、
住宅以外に暮らす障害者の数を、厚生労働省の
統計資料からまとめたグラフを示す（図 1）。こ
れを見ると、「グループホーム等」の利用者は増
加しているものの、未だ多くの障害者が障害者
支援施設に入所していることがわかる。これに
は、グループホームや地域での一般の住まいに
住みたいのだが、なんらかの理由で施設での暮
らしを選ばざるをえない状況の存在も十分に
考えられるが、他方で施設的環境を必要とせざ
るを得ない、極めて重度で手厚いケアを必要と
する人々が存在することも、また確かである。
これまでの、地域社会から隔絶した「隔離施設」
的な入所施設では無く、地域の中で、地域社会
とともに存在する入所施設が求められている
と言えよう。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、以下の３点を明らかにすることを目的とする。 
(1) 求められる居住空間の建築的要件の明確化：個室ユニット型の計画が求められることはほぼ
自明であるが、ユニット規模、プライベート／パブリック空間の関係、トイレ・浴室などを含め
た共用施設の計画がどのようなものであれば良いか、明らかでは無い。本研究では、広くアンケ
ート調査を行い、加えて平面図の分析も行うことによって、これらを明らかにする。 
(2) 生活に対応した空間機能の明確化：上記の(1)と多少重複するが、障害の種類と程度によって、
求められる生活様式は大きく異なり、それに伴い求められる環境も異なる。例えば、強度行動障
害を持った利用者には、行為に併せた空間の提供が有効だと考えられるが、脳性麻痺による重度
重複障害者など、自発的な行為が難しい利用者には、日中の支援と夜間の居住部分はゆるやかに
連続した計画とすることも考えられる。そのような、入居者の特性が求める生活様式と、それら
に対応した空間機能を明確化し、計画の指針を明らかにする。 
(3) 地域との関係を生み出す施設計画要件の明確化：地域の住民が施設内のどのような場所で、
どのような活動を行っているのか、先進事例より明らかにすることで、「地域交流スペース」と
いう名のついた空間を計画するのでは無く、実態として地域との関係を醸成する施設計画要件
を明らかにする。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、2019 年度において事前に各都道府県のホームページや WAMNET を用いて把握した
全国の障害者支援施設 2477 施設を対象として、郵送による悉皆アンケート調査を実施した。主
に利用者の状況・建物の状況・運営状況等の施設全体に関して、また日中活動の場と居住の場の
環境に関して、施設の現況と職員の意向といった観点から質問を行い、1151 施設(46.5%)から回
答を得た。 
 しかしながら、本研究を構想していた段階で予定していた、ヒアリング調査や観察調査につい
ては、新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言等の影響で、研究期間中には実施が不可能
な状況となった。これを受け、調査の範囲を変更し、2020 年度には全国の障害者支援施設を対
象として、新型コロナウイルス感染症対策の実態に関する悉皆アンケート調査を行い、1,051 施
設から有効回答を受領した(有効回答率 42.3%）。調査項目は、入居者の概要、建物の概要、感染
症対策によるサービス制限、感染が疑われる入居者への対応・職員への配慮等)、3 密対策等で
ある。 
 
４．研究成果 

図 1．住宅以外に暮らす障害者数の推移 



４−１．居住空間の建築的要件と、生活に対応した空間機能の明確化に関する研究成果 
４−１−１．施設の概況 
 まず、障害者支援施設の利用者の平均年齢・
平均障害支援区分を図 2 に示す。施設ごとの
利用者の平均年齢は、50 歳以上 60 歳未満が
509 施設と最も多く全体の 48.6%を占め、平均
は 52.1 歳である。また、施設ごとの利用者の
平均障害支援区分は、5以上が全体の 74.6%を
占め、平均は 5.2 であった。 
 引き続いて、各施設の主な対象障害を図 3 に
示す。本調査では、各施設の主に対象とする障
害について、知的障害・身体障害・精神障害・
難病等・その他を選択肢として複数回答で伺い、
施設ごとに分類を行った。分類は、知的障害と
身体障害の有無に着目し、「知的障害のみ」また
は「知的障害+身体障害以外(精神障害・難病等)」
とした施設を「知的型」、同様に「身体障害のみ」
または「身体障害+知的障害以外」とした施設を
「身体型」、「知的障害+身体障害+その他の障害」
とした施設を「混合型」、その他の施設を「その
他」とした。その結果、「知的型」が最も多く 644
施設、次いで「混合型」が 318 施設、「身体型」
が 173 施設であった。「その他」には精神障害の
みを対象とする 1施設が該当した。 
 施設の位置付けについて、6項目と「その他」
への該当・非該当を聞いた結果を図 4 に示す。
「最重度の障害により、身体介助を伴う手厚い
支援が必要な方のための住まい」(59.0%)・「加
齢による機能低下が著しい方に向けた落ち着いた暮らしを送るための住まい」(57.5%)等、重度・
高齢の障害者に対する生活支援を行う施設としての項目が上位である。現状では地域移行を推
進する移行施設としてよりも、生活施設としての位置付けが重視されていると考えられる。 
４−１−２．昼夜分離や対象障害による支援方針等の状況 
 全個室・生活単位の分割・昼夜分離の実施
状況を建設年代ごとに示す（図 5）。全体では、
全個室は 24.4%、生活単位の分割は 16.9%、昼
夜分離は 73.0%の施設で実施されている。建
設年代による推移では、全個室は 1980 年代に
建設された施設が最も少なく 2.6%であるが、
以降増加し 2010 年代に建設された施設では
57.8%で実施されている。生活単位の分割と昼
夜分離の実施割合についても、1980 年代以降
に建設された施設で増加傾向にあり、2010 年
代では生活単位の分割は 31.4%、昼夜分離は
81.1%の施設で実施されている。 
 日中活動における支援の方針について、図 6
に示す。活動プログラムを設けていると回答
した施設が全体の 98.2%を占めた。対象障害別
に集計しχ2検定を行った結果、知的型は全員参加、身体型・混合型は参加自由が有意に多い傾
向がみられた。加えて施設の位置付けについて、対象障害別に集計し、χ2検定を行った結果(表
1)、知的型では「加齢による機能低下が著しい方に向けた落ち着いた暮らしを送るための住まい」

「強度行動障害のある方等、整えられた環境の必要な方のための住まい」、身体型・混合型では

図 2．平均年齢・平均障害支援区分 

図 3．平均年齢・平均障害支援区分 

図 4．施設の位置づけ 

図 5．全個室・生活単位の分割・昼夜分離の状況 

表 1．日中の過ごし方の方針 

図 6．日中活動における支援の方針 



「最重度の障害により、身体介助を伴う手厚い支援が必要な方のための住まい」「医療的ケアが
必要な方のための住まい」との回答が有意に多い。 
４−１−３．施設の建築的構成に関する分析結果 
 アンケート調査に基づき、施設より提供い
ただいた 376 平面図のうち、室名・寸法や面
積の記載がある 230 施設について、施設の全
体構成と面積構成に関する調査を行った。各
調査のサンプル数を表 2に示す。 
 まず、利用者 1 人あたりの延床面積・居室
面積・活動室面積を図 7 に示す。全体の平均
は、延床面積が 42.8m²、居室面積が 10.7m²、
活動室面積が 3.9m²であった。居室面積につ
いて、対象障害別では知的型が 10.3m²、身体
型が 11.9m²、混合型が 10.9m²であり、クラス
カル・ウォリス検定より身体型と知的型に有
意差がみられた。活動室について、図 8 に示
すとおり Mann-Whitney の U 検定を行った結
果、昼夜分離を実施している施設は実施して
いない施設よりも活動室面積が有意に大きい
結果となった。 
 昼夜分離を実施する際に用いられる施設構
成を明らかにするため、居室と活動室の位置
関係に着目し、棟を基準とする分類を行った
(表 3)。結果、活動空間と居住空間が分けられ
ていない「一体型」は 29.3%となった。昼夜分
離を実施している施設においては、居室と活
動室が 1 棟に含まれエリアや階により両者を
分離している「集約型」が 20.1%、複数の居住
棟と活動棟に分かれる「分散型」が 31.4%と多
い傾向にある。その他、居住棟が 1 棟で活動棟と分かれている「分棟型」が 9.4%、居住と活動
の分離方法が混在している「混在型」が 11.8%であった。 
４−１−４．部門別面積の分析結果 
 ユニットケアを実施する施設や個室型の施設の面積構成の特徴を明らかにするため、個室ユ
ニット型施設・個室従来型施設・多床室型施設の各建築タイプより、対象障害・施設入所支援と
短期入所の合計定員規模・個室率をなるべくマッチングさせた各 12施設、計 36施設をサンプリ
ングし、部門別の面積を計測した上で部門面積構成に関する分析を行った。各タイプの面積構成
割合の平均を図 9に示す。 
 次いで、個室型 24 施設と多床室型 12 施設の部門別の構成割合と 1 人あたり面積を Mann-
Whitney の U 検定により比較した結果、管理部門・サービス部門・医療部門の構成割合について
多床室型が個室型よりも大きく、地域交流部門の構成割合について個室型が多床室型よりも大
きい（図 10）。また、1 人あたりの居住部門・共用部門・廊下部門・地域交流部門と延床の面積
について、個室型が多床室型よりも大きいという結果が得られた（図 11）。 
 

 

４−２．新型コロナウイルス感染症対策に関する分析結果 

表 2．平面構成調査のサンプル数 

図 7．延べ床・居室・活動室の 1人あたり面積 

図 8．昼夜分離の実施有無による活動室面積比較 

表 3．昼夜分離の構成方法 

図 9．各タイプの部門別構成割合の平均 

図 10．個室型・多床室型の部門別構成割合の比較 図 11．個室型・多床室型の部門別 1人あたり面積の比較 



４−２−１．調査対象施設の概要 
 本調査の対象施設の建物の状況について、居
室の構成については、「全個室」「一部個室」「多
床室」の 3類型に分類した。結果、「一部個室」
が 618 施設(59.3%)と半数以上を占め、次いで
「全個室」は 241 施設(23.1%)、多床室は 184 施
設(17.6%)となった（図 12）。居室あたりの平均
定員は、「1.5〜2.0 人以下」が 278 施設(27.5%)
で最多となった(図 13)。居住空間の構成につい
て、「ユニット型」「一部ユニット型」「従来型」
の 3 類型に分類した結果、「従来型」が 621 施
設(63.3%)と半数以上を占め、次いで「ユニット
型」が 233 施設(23.8%)となった（図 14）。 
４−２−２．入居者・職員の感染症対策 
 感染者または感染者が疑われる入居者が発
生した際の、入居者への隔離対応 5 項目(「居室
での隔離」「短期入所居室での隔離」「ゾーニン
グを設定しての隔離」「共用空間での隔離」「敷
地内別建物での隔離」)、職員の隔離対応 3項目
(「感染者への専属対応」「感染者に対応する職
員とそれ以外の職員の使用する空間を分ける」
「施設内で宿泊可能にする」)に関し、「行う予
定」「行いたいが構造上困難」「必要ないので行
わない」の 3 つの選択肢で質問した結果を示
す(図 15、16)。入居者への隔離対応について、
「行う予定」の割合が最も多い高い項目は、
「ゾーニングを設定して隔離」(74.2%)となっ
た。また感染者また感染が疑われる入居者に
対応する職員への配慮について、「行う予定」の
割合が最も高い項目は、「感染者への専属対応」
(80.6%)となった。 
４−２−３．居室構成と隔離対応の分析 
 居室の構成について、個室化の状況(全個室
/一部個室/多床室)とユニット化の状況(ユニ
ット型/一部ユニット型/従来型)についてクロ
ス集計を行った。ここで、全個室かどうか、一
部でもユニット化されているかどうかに着目
し、「全個室/ユニット型・一部ユニット型」を
グループ 1、「全個室/従来型」をグループ 2、
「一部個室・多床室/ユニット型・一部ユニッ
ト型」をグループ 3、「一部個室・多床室/従来
型」をグループ 4とする、4グループに分類し
た(表 4)。この居室構成グループ別に隔離対応
を集計し、フィッシャーの正確確率検定を行
った(表 5)。結果、全個室のグループ 1・2においては「居室内での隔離」「ゾーニングによる隔
離」の両者が同程度の割合で「行う予定」とされ、かつ「居室内での隔離」を「行う予定」とす
る施設が他のグループに比べ有意に多い。また一部個室・一部ユニット型のグループ 3では、グ
ループ 1・2に比べると「居室内での隔離」が少なく、また「ゾーニングによる隔離」が他のグ
ループに比べ有意に多い。一部個室かつ従来型のグループ 4では、すべての項目で「行いたいが
建物の構造上困難」が有意に多い結果となった。 
５．まとめ 
 本研究では、障害者支援施設においては、対象とする障害によって行われる支援の傾向には違
いがあり、また昼夜分離を行う施設では活動室が大きい傾向があること、個室であればユニッ
ト・従来型の間で面積構成に違いが見られないこと、加えて新型コロナウイルス感染症対策の面
からは個室化がもっとも望まれることなどが明らかになった。 

図 12．居室の構成 

図 13．居室の平均定員 

図 14．居住空間の構成 

図 15．入居者への隔離対応 

図 16．対応する職員への配慮 

表 4．居室構成グループ 

表 5．居室構成グループ別の隔離対応比較 
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